
平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標１　安全で良質なおいしい水をいつでも供給できる水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

　国から暫定的に割り当てられている水源への依存を解消し、安定し
た自己水源を確保するため、湯西川ダム（H24完成）及び八ッ場ダム
（H31完成予定）建設事業に引き続き参画していきます。これらのダ
ムの完成によって、より安定的な給水を行うことができます。

Ⅰ達成指標
　安定した自己水源の確保
　状況
Ⅱ達成目標
　建設中のダムに係る
　水利権の安定化

（27年度の取組計画）
　安定給水に必要な水源を確保するため、八ッ場ダム（H31完成予
定）建設事業に引き続き参画します。

（27年度の当初予算）　８６５，４７６　千円

（27年度の達成目標）
　八ッ場ダム事業への
　引き続きの参画
（25年度の達成実績）
　八ッ場ダム事業への
　引き続きの参画

　昭和３０年代以降に大量に建設した浄・給水場、送・配水管等の水
道施設の大規模更新期の到来に備え、アセットマネジメントによる最
適な施設整備手法と的確な資金計画に裏付けられた長期的な整備方針
を策定します。
併せて、東日本大震災による県営水道の被災の実態を精査し、この整
備方針において水道施設の耐震性確保に十分な配慮を施すことなどに
より、地震等の非常時にも強い水道づくりを推進します。

Ⅰ達成指標
　整備方針の策定状況

Ⅱ達成目標
　方針の策定完了
 （27年度まで）

（27年度の取組計画）
　引き続き、25年度に立ち上げた局内プロジェクトチームにおいて、
26年度に整理した基本条件や必要事業量などを基に検討を進め、着実
な施設更新と耐震化を盛り込んだ水道施設の長期的な整備方針を策定
します。

（27年度の当初予算）　０　千円

（27年度の達成目標）
　方針の策定完了

（25年度の達成実績）
長期施設整備方針策定に係る
導水管基礎調査の実施による
二重化のルート・口径・工法
等基礎的事項の整理

　施設の働きを常時、集中的に監視している監視制御設備、送・配水
の心臓部であるポンプ設備、効率的かつ効果的な滅菌作用で水道水の
安全性を高める塩素消毒設備など、安定的な給水の確保と安全で良質
なおいしい水づくりに重要な役割を果たしている設備を中心に、経年
劣化や耐震化等の状況を踏まえた計画的な更新を引き続き実施してい
きます。
　また、施設全体の老朽化が著しい栗山浄水場と船橋給水場について
は、速やかに更新計画を策定し、工事に着手します。

Ⅰ達成指標
　ア）事業進捗率
　　（事業数ベース）
　イ）浄・給水場の耐震率
　　（施設数ベース）
Ⅱ達成目標
　ア）１００％
　イ）９７．６％

（27年度の取組計画）
　老朽度診断調査の結果をもとに、老朽化している浄・給水場の電
気・機械等機器の更新及び施設の耐震化を進めます。
　当該年度の主な事業は以下のとおりです。
・船橋給水場設備更新工事(26～27年度)
・船橋給水場耐震補強設計
・北船橋給水場特高受変電設備更新工事(25～27年度)
・浄・給水場耐震補強工事(26～27年度)
・北総浄水場次亜塩素酸ナトリウム注入設備への転換工事(26～28年
度)
　また、栗山浄水場の更新は、ちば野菊の里浄水場へ機能を移転する
「ちば野菊の里浄水場(第２期)施設整備事業」として、整備を進めま
す。
・工事用進入路等の整備工事

（27年度の当初予算）　１１，７３０，６９６　千円

（27年度の達成目標）
　ア）１００％
　　（５８／５８）
　イ）９５．３％
　　（４０３／４２３）

（25年度の達成実績）
　ア）６２．１％
　　　（３６／５８）
　イ）９３．６％
　　　（３９６／４２３）

担 当 課

（
１

）
安
定
給
水
の
確
保

Ⅰ成果指標
　安定給水度
　①浄水場事故割合〈5101〉
　②管路の事故割合〈5103〉

Ⅱ成果目標
　①０（10年間の件数／箇所）
　②１．６（件／100km）以下

施策(1)取組①
水源の安定化

計画課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

計画課（27年度の成果目標）
　①０（27年度の件数）
　②１．６（件／100km）以下

（25年度の成果実績）
　①０
　②１．４（件／100km）

施策主務課：計画課

施策(1)取組③
浄・給水場の設備等
の更新

浄水課
計画課

施策(1)取組②
水道施設の長期的な
整備方針の策定

湯西川ダム建設事業への参画

八ッ場ダム建設事業への参画

設備の更新

１５施設 １２施設 ８施設 ９施設

（１４施設）

１４施設

プロジェクトチームによる検討

整備方針の考え

方の検討・整理

問題点の抽出、整理及び分析

整備方針の策定

基本計画 実施計画

大規模施設整備

事業等事前評価

実施設計

ちば野菊の里浄水場整備

工事用進入路

等整備工事

※括弧内は見直した目標値
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標１　安全で良質なおいしい水をいつでも供給できる水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
担 当 課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

　布設後概ね４０年以上を経過した管路のうち、
ア　赤濁水の発生が頻発する管路、材質や地盤条件等により強度低下
　のおそれのある管路
イ　地震など災害発生時の広域避難場所や、災害時の医療拠点となる
　病院などの重要施設へ給水する管路
ウ　緊急輸送道路下に埋設された管路
　を中心に、東日本大震災による管路破損等の教訓を踏ま
　え、更新（布設替）及び耐震化を優先的に進めていきます。
　併せて、さらに安定的な給水を確保するため、基幹管路の整備や
　千葉ニュータウン事業の進展等に伴う管路整備を進めていきます。

Ⅰ達成指標
　ア）管路の更新延長
　イ）管路の整備延長
　ウ）耐震適合性のある管の
　　　割合
Ⅱ達成目標
　ア）４３２ｋｍ
　イ）１２７ｋｍ
　ウ）１８．７％以上
（基幹管路５３．６％以上）

（27年度の取組計画）
　管路の更新・整備について、以下の工事を実施します。
①管路の更新（布設替）
・鋳鉄管更新工事　　　　　　　　　７４．１ｋｍ
・その他（公共関連依頼工事）　　　１８．６ｋｍ
②管路の整備（新規布設）
・管路の整備（第二北総～成田線）　　０．８ｋｍ
・その他（ニュータウン地区布設等）１７．８ｋｍ

　なお、給水区域内の流量や水圧を監視するとともに、震災時等にお
いて、迅速に被害地区を把握し復旧が図れるよう、配水管理テレメー
タ（水圧計、流量計）の更新整備を行います。

（27年度当初予算）　２３，８５２，２１６　千円

（27年度の達成目標）
　ア）９２．７ｋｍ
　イ）１８．６ｋｍ
　ウ）１８．７％
　　（基幹管路５３．０％）

（5ヵ年の実績見込）
【25年度までの実績　＋
　　26、27年度の目標値】
　ア）４０３．８ｋｍ
　イ）　９０．７ｋｍ

（25年度の達成実績）
　ア）７１．９ｋｍ
　イ）１６．４ｋｍ
　ウ）１６．４％
　　（基幹管路５２．７％）

注）指標名の〈　　〉内は、水道事業ガイドラインの指標番号を示しています。

給水課
計画課

（
１

）
安
定
給
水
の
確
保

施策(1)取組④
管路の更新・整備

85km 89km 88km 85km 85km

（85.2km） （88.2km）

管路の更新工事

28km

管路の整備工事

42km 19km 19km 19km
（27.7km） （40km）

※括弧内は当初予算ベース

（90.7km）

（22.5km）

（92.8km）

（24.0km）

（92.７km）

（18.6km）
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標１　安全で良質なおいしい水をいつでも供給できる水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

　水質の良好ではない原水に対応するため、高度浄水処理システムの
導入を推進し、お客様に、より安全性の高い水道水を供給していきま
す。
　高度浄水処理は、オゾンの酸化作用と活性炭の吸着作用を組み合わ
せた浄水方法で、トリハロメタンやカビ臭の発生原因となる有機物質
の除去に高い効果を発揮するものであり、これまでに、柏井浄水場東
側施設（浄水能力：日量１７万㎥）、福増浄水場（同９万㎥）、ちば
野菊の里浄水場（同６万㎥）の３施設に整備しています。
　今後はさらに、利根川下流域から取水する県内最大級の柏井浄水場
西側施設（同３６万㎥）に高度浄水処理システムを導入することと
し、計画期間内に整備工事に着手します。

Ⅰ達成指標
　ア）柏井浄水場西側施設高度
　　浄水処理設備の導入
　イ）ちば野菊の里浄水場（増設
　　分）高度浄水処理設備の導入

Ⅱ達成目標
　ア）整備工事の着手
　イ）実施設計を完了

（27年度の取組計画）
ア　柏井浄水場西側施設は埋設汚泥対策を優先的に実施し、高度浄水
　処理システムの導入については、引き続き導入の時期や場所につい
　て検討を進めます。
イ　ちば野菊の里浄水場施設整備に併せ高度浄水処理設備を導入する
　ための実施設計を完了させ、工事用進入路の整備を実施します。

（27年度の当初予算）　５１４，６２６　千円
（1-(1)-③浄・給水場の設備等の更新の再掲）

（27年度の達成目標）
　ア）埋設汚泥対策の実施設計に
    着手
　イ）実施設計を完了

（25年度の達成実績）
　ア）埋設汚泥の詳細調査を実施

　お客様に、よりおいしい水を安心して利用していただくため、水源
から蛇口に至るまでの間の技術的な取組やキャンペーン活動等の事業
を定めた「おいしい水づくり計画（H18～27年度）」に基づき、ハー
ド・ソフト両面からおいしい水づくりを推進していきます。

ア　残留塩素の低減化
　　配水系統別に注入塩素量を調節することができ、末端蛇口での
　残留塩素の低減効果が得られる「塩素多点注入方式」を浄・給水場
　に導入し、塩素臭の少ないおいしい水を供給していきます。
　　導入の順位については、費用対効果を勘案して事業効果の高い
　施設を優先するものとし、計画期間内に、船橋給水場、園生給水場
　及び誉田給水場に導入していきます。

イ　管路の適正な維持管理
　　長い管路を使って送られる水道水の水質を適正に維持するため、
　管路状態の巡回確認やバルブ等の設備の保守点検を定期的に行う
　とともに、計画的な管内洗浄を実施して赤濁水等の発生を防ぎ、
　安全で清浄なおいしい水を供給していきます。

ウ　貯水槽水道の巡回サービスと直結給水への転換促進
　　集合住宅やホテル、病院等に見られる貯水槽水道においては、
　貯水槽施設の適正管理が重要であることから、引き続き、無料巡回
　サービス（啓発及び希望者への点検等）により貯水槽設置者への
　指導・助言を行うとともに、貯水槽施設の規模や使用状況に応じて
　直結給水への転換を促進し、安全で良質なおいしい水の普及拡大
　に努めていきます。

（27年度の取組計画）
　おいしい水づくり計画を推進します。
○技術的な取組み
　①管路の適正な維持管理
　②貯水槽水道設置者（管理が比較的十分でない容量10㎥以下を
　　対象）への指導・助言、直結給水方式へのPR
○お客様と協働した取組みなど
　③ウォーターメイト制度、おいしい水づくり推進懇話会等、お客様
　　との協働によるおいしい水づくり
　④水道出前講座の実施

（27年度の当初予算）　１８７，９４９　千円

（27年度の達成目標）
　ア）０．４ｍｇ／Ｌ
　イ）１，０００ｋｍ
　ウ）１００％
（5ヵ年の実績見込）
【25年度までの実績　＋
　　26、27年度の目標値】
　イ）５，８５２ｋｍ
（25年度の達成実績）
　ア）０．６ｍｇ／Ｌ
　イ）１，３６６．９ｋｍ
　ウ）５５％（累計）

Ⅰ達成指標
　ア）蛇口での残留塩素濃度
　　　（年平均値）
　イ）送・配水管の洗浄延長
　ウ）貯水槽水道巡回サービス
　　　実施率

Ⅱ達成目標
　ア）０．４ｍｇ／Ｌ以下
　イ）５，０００ｋｍ
　ウ）１００％
　（啓発対象：約１万２千件）

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容

（
２

）
安
全
で
良
質
な
お
い
し
い
水
の
供
給

Ⅰ成果指標
　水道水の満足度
　(飲み水として)

Ⅱ成果目標
　７０（％）

施策(2)取組①
高度浄水処理の導入

（27年度の成果目標）
　７０％

（25年度の成果実績）
　６９％

施策主務課：計画課

施策(2)取組②
おいしい水づくり
の推進

Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

計画課
給水課

担 当 課

計画課

「塩素多点注入方式」の導入

お客様と協働によるおいしい水づくり、水道出前講座

柏井浄水場西側

大規模施設

整備事業等

事前評価

実施計画

実施計画作成 実態調査

受水槽内塩素消費量実態調査

啓発 各年度約３，０００件

貯水槽水道設置者への指導・助言

管路の適正な維持管理

埋設汚泥対策、高度処理設置場所等検討

実施設計（船橋、園生、誉田） 設備工事(誉田) 船橋：

耐震化工事後に延期(H28-29)

園生：

配水池移設後に延期（未定）

基本計画 実施計画

大規模施設整備

事業等事前評価

実施設計

ちば野菊の里浄水場整備

工事用進入路整備

柏井浄水場西側施設整備
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標１　安全で良質なおいしい水をいつでも供給できる水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール
担 当 課

　水源から蛇口までの水の安全性を確認し、高い品質の水道水を供給
していくため、「水質検査計画」により、引き続き、精度の高い水質
検査を実施します。
　また、東日本大震災における東京電力福島第一原子力発電所の事故
により、放射性物質が広範囲に飛散して一部首都圏の水道にも影響を
及ぼしたことを教訓に、水安全計画に基づき、水質に影響を及ぼす可
能性のある全ての危害要因の分析、リスク管理方法の確立、放射能測
定装置の導入など水道システム全体に対する監視体制の整備等に取り
組み、水質管理の一層の強化を図ります。

Ⅰ達成指標
　水質管理体制の整備状況

Ⅱ達成目標
　ア）放射性物質対策を水安全
　　　計画に反映
　イ）水質検査精度管理体制の
　　　強化
　ウ）水質基準要検討項目分析
　　　体制の強化
　エ）水道生物検査体制の強化
　オ）汚染源マップの更新

（27年度の取組計画）
エ）水道生物検査体制の強化
　前年度の調査結果等を参考に、水質センターに遺伝子検査機器を購
入し、水道生物検査体制を強化します。
オ）汚染源マップの更新
　PRTR（化学物質排出移動量届出制度）データ等を活用して、水源流
域における化学物質の排出状況を把握し、水源監視にあたり優先する
物質を抽出する作業を進めていき、そのデータを基に汚染源マップを
更新します。

（27年度の当初予算）　１６７，７３７　千円

（27年度の達成目標）
　エ）水道生物検査体制の強化
　　（水質センターに遺伝子
　　　検査機器を購入）
　オ）汚染源マップの更新

（25年度の達成実績）
　ウ）水質基準要検討項目分析
　　　体制の強化
     （ちば野菊の里浄水場及び
       北総浄水場に高速液体ク
       ロマトグラフタンデム質
       量分析計を整備）

注）指標名の〈　　〉内は、水道事業ガイドラインの指標番号を示しています。

浄水課

（
２

）
安
全
で
良
質
な
お
い
し
い
水
の
供
給

施策(2)取組③
水質管理の強化

ウ）水質基準要検討項目分析体制の強化

(LC/MSMS※による分析体制の確立）

※高速液体クロマトグラフタンデム質量分析計

微量の農薬などを高精度に分析可能な装置

エ）水道生物検査体制の強化

（クリプトスポリジウム、ウイルス、

従属栄養細菌等の遺伝子検査

体制の確立）

オ）汚染物質等排出源事業者等

の汚染源マップの更新

水質検査計画の策定と検査の実施

イ）水質検査精度管理体制の強化（11項目から全項目）

放射性物質検査体制の整備（放射性物質測定機器・ ８月導入）

ア）水安全計画改訂
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標２　行き届いたサービスと高い技術力でお客様に奉仕する水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

Ⅰ成果指標
　①－ア）広聴・広報満足度
　　　　　（県水だより内容
　　　　　　満足度）
　①－イ）広聴・広報満足度
　　　　　（ホームページ
　　　　　　満足度）
　② お客様対応満足度

Ⅱ成果目標
　①－ア）７７％以上
　①－イ）７５％以上
　②　　　９２％以上

ア　広聴活動の充実
　　県水お客様センターへの相談や、水道局ホームページの広聴メール
　などを通じて広くお客様の声をお聞かせいただくほか、インターネッ
　トモニターによる各種アンケート調査、お客様に水道へのご理解を深
　めていただく浄水場等の施設見学会、地域のイベント会場で実施する
　「まちかど水道PR」でのご相談など、直接、お客様からご意見やご
　要望等をお伺いできる機会を一層活用することにより、広聴活動の
　充実を図ります。
イ　お客様の視点に立った広報
　　県営水道の事業運営全般についてお客様の十分なご理解とご協力が
　得られるよう、広報紙「県水だより」の記事内容の充実を図ります。
　さらに、「見やすく」「使いやすく」「検索しやすい」水道局ホーム
　ページづくりに取り組むなど、一層、お客様の視点に立った広報を展
　開していきます。
　さらに、東日本大震災により大規模な断水等が発生した際のお客様
　への情報提供等の広報活動を検証し、地震や事故等の発生時に
　お客様が知りたい情報を迅速かつ的確に発信することができるよう、
　非常時における広報体制の一層の充実を図ります。
ウ　各種報告書等の作成とお客様への公表
　　県営水道では、広報紙やホームページによる情報発信に加え、事業
　運営の状況を取りまとめた報告書等を毎年度作成し、県営水道の事業
　を詳しく知りたいお客様のために公表しています。
　今後も引き続き、県営水道の概要をまとめた水道事業年報や、環境保
　全への取組状況をまとめた環境報告書など、分かりやすく信頼性のあ
　る報告書等を作成・公表することにより、県営水道に対するお客様の
　一層の理解促進に努めます。

Ⅰ達成指標
　ア）アンケート
　　　情報収集割合
　　　（給水人口1,000人
　　　　当たり）〈3203〉
　イ）ホームページ
　　　アクセス件数

Ⅱ達成目標
　ア）１．６５人以上
　イ）２１４万５千件以上

（27年度の成果目標）
　①－ア）８５％以上
　①－イ）７５％以上
　②　　　９２％以上

（25年度の成果実績）
　①－ア）８７％
　①－イ）７３％
　②　　　９４％

施策主務課：業務振興課

（27年度の取組計画）
ア　広聴活動の充実
　　インターネットモニターによるアンケート調査、施設見学会、まち
　かど水道相談において、直接、お客様からご意見やご要望等を伺う
　など広聴業務の充実に努めてまいります。
イ　お客様の視点に立った広報
　　当局の広報紙「県水だより」の記事の充実を図るとともに、水道局
  ホームページの見出し項目の整理等を行い、より検索しやすいページ
　作りに取り組むなど各種広報媒体を活用した広報活動を積極的に実施
　します。
 　今年度も引き続き広報事業へのお客様の高い満足度を維持し、水道
　事業に対するお客様の理解と協力を得るとともに、お客様により信頼
　される水道事業を目指します。
　　また、災害時等においてお客様に情報を発信できるように、給水区
　域内１１市と協力して、よりよい情報提供方法を検討します。
ウ　各種報告書等の作成とお客様への公表
　　平成26年度における県営水道の事業概要と関係資料を取りまとめた
　「水道事業年報」及び環境施策の紹介やその取組と成果について数
　値指標化した「環境報告書」を作成・公表することで、県営水道の事
　業に対するお客様の一層の理解促進を図ります。

（27年度の当初予算）　６０，４０７　千円

（27年度の達成目標）
　ア）１．６５人以上
　イ）２１４万５千件以上

（25年度の達成実績）
　ア）１．９７人
　イ）３６９万件

担 当 課

（
３

）
お
客
様
サ
ー
ビ
ス
の
推
進

施策(3)取組①
広聴・広報の充実

総務企画課
業務振興課

計画課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

広報活動の実施

各種報告書の作成・公表

アンケート調査等の実施
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標２　行き届いたサービスと高い技術力でお客様に奉仕する水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
担 当 課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

　広聴相談窓口などを通じて寄せられる様々な「お客様の声」を迅速か
つ的確に集計・分析し、速やかに関係部門にフィードバックして活用す
ることにより、お客様の視点を取り入れた事業運営に役立てていきま
す。

Ⅰ達成指標
　電話やメール等での
　「お客様の声」（特に
　苦情・要望事項）の
　集計・分析と対応結果
　の全所属へのフィード
　バックの割合
Ⅱ達成目標
　１００％

（27年度の取組計画）
　広聴活動の充実を図るとともに、「お客様の声」を月、四半期、一年
間ごとに集計･分析し、集計・分析結果は速やかに各所属へフィードバッ
クし、業務改善に役立てます。また、ホームページ上で年度毎に報告し
ている「広聴結果の概要」に業務改善事例を掲載する等、お客様への情
報公開に取り組みます。

（27年度の当初予算）　２，１２５　千円
（2-(3)-①広聴・広報の充実の内数）

（27年度の達成目標）
　１００％

（25年度の達成実績）
　１００％

　親切で丁寧なお客様対応は、あらゆるサービスの基本であることか
ら、接客対応マニュアルを職員全員に配布するとともに、一人ひとりが
自己の接客態度を振り返る接客マナーチェックテストや外部講師による
接客実務研修を継続的に実施し、職員のサービス意識の向上とお客様の
信頼確保に努めます。

Ⅰ達成指標
　マナーチェックテスト
　実施結果（１００点満点
　換算）
Ⅱ達成目標
　９３．０点

（27年度の取組計画）
　全職員の接客意識の高揚を図るため接客対応マニュアルを配布すると
ともに、自己の接客態度を振り返る接客マナーチェックテストを一斉実
施します。また、外部講師による接客マナーの実務研修を行うなど接客
サービス向上に取り組みます。

（27年度の当初予算）　１，５９６　千円

（27年度の達成目標）
  ９３．０点

（25年度の達成実績）
　９１．０点

　下水道料金の徴収と合わせた上下水道料金の徴収一元化について検討
し、給水区域内１１市で組織する協議会を通じて各市と協議していきま
す。
また、お客様からご要望のある、クレジットカードによる料金の納付に
ついても、費用対効果や他の水道事業体を参考にしながら、引き続き検
討していきます。

Ⅰ達成指標
　上下水道料金・使用料
　の徴収一元化に係る
　県市間協議の進捗度
Ⅱ達成目標
　新料金システム開発着手

（27年度の取組計画）
　上下水道料金の徴収一元化については、新料金システムの開発準備
（業務委託に係る要求水準書・落札者決定基準の決定等）を進め、速や
かに開発に着手します。また、協議会において、平成30年1月の実施に向
けて、今後、当局及び各市が準備すべき項目（事前広報など）について
引き続き協議します。
　クレジットカード納付の導入については、導入済みの近隣自治体の調
査結果や各市の意向も踏まえ、今後の方向性について一定の結論を出し
ます。

（27年度の当初予算）　５２３，３４２　千円

（27年度の達成目標）
　新料金システムの
　開発着手

（25年度までの達成実績）
　上下水道料金の徴収一元
　化に向けた徴収業務委託
　に関する覚書の締結

注）指標名の〈　　〉内は、水道事業ガイドラインの指標番号を示しています。

業務振興課

業務振興課

業務振興課

（
３

）
お
客
様
サ
ー
ビ
ス
の
推
進

施策(3)取組②
「お客様の声」の
事業運営への活用

施策(3)取組④
新たな料金収納形態
の検討

施策(3)取組③
接客マナーの向上

「お客様の声」の業務への反映

研修・テストの実施

料金収納形態の検討（クレジットカード払い）

料金収納形態の検討（下水との徴収一元化）

新料金システムの開発準備

新料金システム開発着手
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標２　行き届いたサービスと高い技術力でお客様に奉仕する水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

　中堅・若手の技術職員を中心に、施設等の設計から建設までの仕事
に必要な知識や、日常の管理運営業務に必要な技術などが効果的に習
得できるよう、経験豊富な技術職員の知識や体験を活かした実践的な
研修を実施します。

Ⅰ達成指標
　技術職員（再任用職員を
　除く）のうち当該年度に
　研修を受講した延べ職員
　の割合
Ⅱ達成目標
　５０％

（27年度の取組計画）
　ベテラン職員が減少していく中で、水道の技術や震災時・漏水事故
等の緊急時対応など現場対応力を確保していくために、若手中堅職員
の育成に比重をおき、座学研修はもとより、体験を通じて技術などを
習得する実地研修をより充実させた研修を実施します。
　

（27年度の当初予算）　６，９１０　千円

（27年度の達成目標）
  ９０％

（25年度の達成実績）
　８９％

　地震や事故等の非常事態において、中堅・若手の技術職員が現場対
応の即戦力として活動できるようにするためには、管路の修繕やバル
ブ操作などの実体験が欠かせないことから、体験型施設の整備につい
て検討します。
⇒　検討の結果、体験型研修は研修施設を整備せず、上記取組①の中
で、他団体の施設で研修を行っていくこととします。

Ⅰ達成指標
　研修施設整備の検討状況
Ⅱ達成目標
　より即戦力のある職員
　を育成するための施設
　整備について検討

（27年度の取組計画）
　【平成25年度完了】

（27年度の当初予算）　－　千円

（25年度の達成実績）
　今回の震災を踏まえ、
　発災後から現場活動で
　必要な技術力を養うた
　めの研修内容とそれに
　必要な施設整備を検討

担 当 課

（
４

）
次
世
代
へ
の
技
術
の
継
承

Ⅰ成果指標
　①技術研修の理解度
　②継承技術の実践度

Ⅱ成果目標
　①８０％
　②８０％

施策(4)取組①
実践的な技術研修
の実施

計画課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

計画課

（27年度の成果目標）
　①８０％
　②８０％

（25年度の成果実績）
　①８０％
　②７０％

施策主務課：計画課 施策(4)取組②
体験型研修施設
の整備検討

研修の実施研修の実施

研修施設の整備の検討 【25年度完了】
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標３　地震等の非常時に強い水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

Ⅰ達成指標
　ア）訓練の実施回数
（総合訓練、テーマ型訓練）
　イ）危機管理用備品及び
　　　資機材の備蓄数

Ⅱ達成目標
　ア）総合訓練：　５回／年
　　　テーマ型訓練：
　　　　　　　　８４回／年
　　　協力員訓練：１回／年
　イ）非常用飲料水袋備蓄数
　　　110,000枚(注)

(注)「千葉県被害想定調査」
における上水道被害予測に基
づき、算出された断水戸数は
２２万戸ですが、応急給水は
給水区域内市と協力して行う
ことから、給水区域内市と協
議の結果、当局として非常用
飲料水袋は１１万枚を備蓄し
ます。
※先の震災では備蓄管理によ
り適切な対応がとれました。
（H23.3　39,000枚使用、
H23.4末在庫51,000枚）

（27年度の成果目標）
　①１００％
　②１時間以内

（25年度の成果実績）
　①７７．８（％）
　②１時間１０分

施策主務課：計画課

（27年度の取組計画）
　地震等の非常時における応急活動体制の強化を図るため、局全
体で行う総合訓練及び災害時支援協力員を対象とした協力員訓練
に加え、緊急時に迅速かつ的確に動けるよう、応急給水訓練、情
報伝達訓練、水質事故や施設事故を想定した初動対応訓練をテー
マ型訓練として各所属で実施します。
　また、東日本大震災での教訓を踏まえ、引き続き、非常用飲料
水袋や広報用スピーカー、仮設給水栓等の応急用資機材の備蓄の
強化や備蓄倉庫の拡張に取り組みます。

（27年度の当初予算）　１４１，０６３　千円

（27年度の達成目標）
　ア）総合訓練：５回
　　　テーマ型訓練：103回
　　　協力員訓練：１回
　イ）非常用飲料水袋備蓄数
　　　１１０，０００枚
（25年度の達成実績）
　ア）総合訓練：５回
　　　テーマ型訓練：109回
　　　協力員訓練：１回
　イ）非常用飲料水袋備蓄数
　　　１００，５００枚

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容

（
５

）
危
機
管
理
体
制
の
強
化

Ⅰ成果指標
　危機管理体制の強化
　①非常時職員参集管理
　　システム応答率
　　（１時間以内）
　②事故時における
　　職員の現場到着
　　時間(夜間、休日)

Ⅱ成果目標
　①１００（％）
　②１時間以内

施策(5)取組①
応急活動体制の
強化・拡充

　地震等の非常時における応急活動体制の更なる強化のため、東
日本大震災による大規模な断水等の被災経験等を活かして応急活
動体制を再点検し、その結果を踏まえた改善強化に取り組むとと
もに、必要な応急用資機材等について備蓄を増強します。
　また、水道事業に関する経験と知識を持った職員ＯＢをボラン
ティアとして登録し、給水区域内で震度６弱以上の地震が発生し
た場合に、住民への応急給水等の支援活動に協力を求める「災害
時支援協力員制度」により、協働して訓練を実施していくなど、
応急活動体制の拡充を図ります。

Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール
担 当 課

計画課
総務企画課

給水課

災害時支援協力員制度の充実、各種訓練の実施

並びに危機管理用備品及び資機材の整備
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標３　地震等の非常時に強い水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール
担 当 課

　地震等はもとより、水道に影響を及ぼすおそれのあるあらゆる
非常事態に適切に対応するためには、初期活動の迅速さが求めら
れることから、実践的な研修や訓練を徹底するとともに、緊急時
体制の見直しを検討するなど、夜間・休日を含めた緊急時初期活
動体制の強化を図ります。

Ⅰ達成指標
　緊急時の初動体制の
　強化状況
Ⅱ達成目標
　ア）情報伝達訓練
　　　：２回／年
　イ）新たな緊急体制の構築

（27年度の取組計画）
　非常時職員参集システムでは、職員の意識とシステムへの習熟
状況を踏まえ、情報伝達訓練を適切に実施します。
　これまで４年間の取り組みを踏まえ、現場到着時間の短縮を図
るため、必要に応じて、早急に現場へ向かう職員と事務所で検討
作業を行う職員とに分け対応するなど、夜間・休日を含めた緊急
時初期活動体制の強化を進めます。
　
（27年度の当初予算）　１９，８９０　千円

（27年度の達成目標）
　ア）情報伝達訓練：
　　　　　　　　２回
　イ）体制：新たな緊急体制
　　　　　　の構築

（25年度の達成実績）
　ア）情報伝達訓練：２回
　イ）体制：新たな緊急体制
　　　　　　を検討

　地震等の非常時において、災害対策基本法や地域防災計画等に
基づいて関係市が行う応急活動を支援し、避難所や病院などの施
設を中心に住民等への飲料水の配布、生活用水の供給などの応急
給水活動を迅速かつ適切に行います。
　東日本大震災では、県営水道給水区域１１市のうち９市におい
て管路の漏水が発生し、一部地域では大規模な断水が続いたた
め、関係市と連携を密にして長期間の応急給水活動を展開したと
ころです。今後は、こうした被災経験から得られた貴重な教訓を
活かし、非常時における迅速な活動をより高いレベルで確保でき
るよう、１１市との協議や意見交換等の場を通じて相互の役割分
担等の一層の明確化を図るなど、更なる連携強化に努めます。

Ⅰ達成指標
　合同訓練の実施回数

Ⅱ達成目標
　訓練：１１回／年

（27年度の取組計画）
　応急給水活動への対応を確実なものとするため、24年3月に取り
交わした「給水区域内各市における応急給水等連絡調整会議に係
る確認事項」で明確化した応急給水に係る役割分担を基に、各市
との合同訓練を実施します。
　また、各市と協力して仮設給水栓を用いた応急給水を実施する
ことについて引き続き具体的な運用方法を協議し、より迅速で確
実な応急給水活動に努めます。

（27年度の当初予算）　０　千円

（27年度の達成目標）
　訓練：１１回

（25年度の達成実績）
　訓練：１１回

（
５

）
危
機
管
理
体
制
の
強
化

施策(5)取組②
緊急時における初期
活動体制の強化

施策(5)取組③
給水区域内１１市
との連携強化

計画課

計画課

情報伝達訓練実施

新たな緊急体制の検討・検証

各市との合同訓練実施

新たな緊急体

制の構築
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標３　地震等の非常時に強い水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

Ⅰ成果指標
　浄・給水場の機能停止等に
　おける安定給水人口率
（北総浄水場機能停止時）

Ⅱ成果目標
　１００（％）
（平成26年度に達成済み）

　基幹施設である浄・給水場の機能が停止すると、広い範囲で水道
水の供給が途絶えるおそれがあります。こうした事態を想定し、県
営水道では各浄・給水場間のバックアップ（水の融通）体制を確保
するなどして、常時、安定した給水ができるよう努めていますが、
北総浄水場（浄水能力：日量１２万６千㎥）については、この体制
が未整備であるため、大きな貯水容量（１０万４千㎥）を持つ北船
橋給水場から同浄水場への逆送水を可能にし、北総方面へのバック
アップ体制を整備します。

Ⅰ達成指標
　バックアップ管路施設
　の検討・整備状況
Ⅱ達成目標
　北総浄水場と北船橋給
　水場間のバックアップ
　管路施設の整備

（27年度の取組計画）
【平成26年度完了】
　

（27年度の当初予算）　―　千円

（27年度の達成目標）
【平成26年度完了】

（25年度までの達成実績）
　排水施設の工事完了及
　び逆送水時の洗浄計画
　の検討

　緊急時において、より広域的な対応が可能となるよう、水道用水
供給事業体との水の融通体制を確保しておくことも重要です。
　県営水道は、北千葉広域水道企業団から毎日、約６０万人分の水
道水を購入し、これを加えてお客様への給水を賄っており、緊急時
において水の相互融通を行うことは、双方の利益にかなうものであ
ることから、同企業団との水の相互融通に係る方策の検討と協議を
進め、水融通体制の確保を図ります。

Ⅰ達成指標
　北千葉広域水道企業団
　との水融通体制の確立
　状況
Ⅱ達成目標
　北千葉広域水道企業団
　との各種協定の締結

（27年度の取組計画）
　26年度に、土木工事の実施主体である北千葉広域水道企業団にお
いて、当初計画では工事の着手を26年度、完成を28年度としていま
したが、実施工程等の見直しを行った結果、工事の着手を27年度、
完成を29年度に変更しました。これにより当局が行う電気・計装工
事についても、工事の着手が27年度から28年度に変更となりまし
た。
　27年度は、引き続き北千葉広域水道企業団と「緊急時における相
互応援協定」を円滑に運用するための細目協定及び共有施設等の維
持管理に関する変更協定の締結に向けた協議を進めます。

（27年度の当初予算）　０　千円

（27年度の達成目標）
　緊急時における相互応援
協定に係る沼南給水場の運
用方法に関する協定締結に
向けた協議

（25年度までの達成実績）
　沼南給水場調整池設置
　事業に係る電気設備実
　施設計の実施

担 当 課

（
６

）
緊
急
時
に
お
け
る
水
融
通
体
制
の
確
保

施策(6)取組①
浄・給水場間
バックアップ体制
の整備

計画課
給水課

（27年度の成果目標）
　―
　

（25年度の成果実績）
　安定給水人口率１００％を
　達成するための工事完了

施策主務課：計画課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

計画課
浄水課

施策(6)取組②
水道用水供給事業体
との水融通体制
の確保

バックアップ管路施設の検討

北総浄水場と北船橋給水場間の

バックアップ管路施設の整備

相互応援協定に係る細目協定協議（平成29年度締結）

共有施設等の維持管理に関する変更協定協議（平成29年度締結）

逆送時の洗浄計画の作成

相互応援協定、

共有施設に関す

る変更基本協定

並びに調整池設

置に関する申合

沼南給水場調整

池設置に関する

工事協定の

協議・締結

沼南給水場調整池設置に関する設計・工事

（平成29年度完成・稼働予定）

【26年度完了】

【26年度完了】
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標４　環境に優しい水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

　水道施設や水道事務所には多種多様の電気・機械設備があり、照明
器具等も数多く設置されているため、これまで、更新や取替えに合わ
せて省エネタイプのものを導入してきましたが、今後もこうした取組
を継続し、省エネルギー化を推進していきます。

Ⅰ達成指標
　省エネルギー化設備率
（省エネ化実施済設備数／
　省エネ化可能な設備数）
Ⅱ達成目標
　７６％（２２／２９）

（27年度の取組計画）
　浄・給水場の設備更新事業に合わせて、省エネルギー機器を導入す
ることにより、エネルギー消費量の削減に取り組みます。
・電気設備及び監視制御設備工事における省エネ機器の導入　９か所
　（栗山浄水場、船橋給水場(３種類の設備)、北総浄水場、
　　誉田給水場、千葉分場、大宮分場、北船橋給水場）

（27年度の当初予算）　１，８１８，３５１　千円
（1-(1)-③浄・給水場の設備等の更新の内数）

（27年度の達成目標）
　７６％（２２／２９）

（25年度の達成実績）
　３５％
（１０／２９）

　県営水道では、浄・給水場の運転に大量の電力を使用しているた
め、環境負荷を低減する取組として、給水場の余剰水圧を利用して電
力を発生させるマイクロ水力発電設備を幕張給水場と妙典給水場に設
置し、発生した電力を自家消費しています。今後は、他の給水場につ
いても設置を推進していきます。
　また、同様の取組として、太陽光発電パネルをちば野菊の里浄水場
に設置して活用しています。今後は、他の施設についても、施設更新
の時期に合わせて、発電パネルの設置を推進していきます。
　さらに、新技術による環境に優しいエネルギーの活用について、調
査研究を進めていきます。

Ⅰ達成指標
　再生可能エネルギー量

Ⅱ達成目標
　９２０千kWh/年

（27年度の取組計画）
　26年2月から運用開始した北船橋給水場のマイクロ水力発電設備に
ついて、発電した電力を送配水ポンプや空調設備など施設内の動力エ
ネルギーの一部として活用していきます。
　また、施設更新の時期に合わせた太陽光発電パネルの設置について
検討します。
（27年度の当初予算）　０　千円

（27年度の達成目標）
　９２０千kWh/年

（25年度の達成実績）
　北船橋給水場に設置する
　マイクロ水力発電設備
　２基の運用開始

　浄水場の浄水処理工程において発生する汚泥については、セメント
の原材料や緑化培養土として、引き続き、全量のリサイクル化を推進
します。また、管路の布設替え等の工事に伴う建設発生土について
は、埋立て用土等として、一層の再資源化を推進します。
　こうした取組を推進するとともに、発生量の抑制につながる浄水方
法や工事方法について、調査研究を進めていきます。

Ⅰ達成指標
　ア）浄水場発生土の再資
　　　源化の推進状況
　イ）建設発生土の再資源
　　　化率
Ⅱ達成目標
　ア）再資源化の推進
　イ）８０％

（27年度の取組計画）
　浄水場の発生土や水道管工事等の建設発生土について、より一層の
再利用と減量化に努めます。
①浄水場発生土は、セメント原料等として再資源化を進めていきま
す。
②千葉県建設リサイクル推進計画２００９に基づきリサイクルの徹底
を図るため、建設工事の初期の段階から実施段階の各段階において、
リサイクル計画のチェック等を行います。建設発生土については、土
質改良等による再資源化率の向上を図ります。なお、舗装材とコンク
リート塊は今後も再資源化率100％の維持に努めます。

（27年度の当初予算）　４３９，４２８　千円

（27年度の達成目標）
　ア）再資源化の推進
　イ）８０％

（25年度の達成実績）
　ア）再資源化の推進
　　（再利用可能なものは
　　　全量再資源化）
　イ）７２％

注）指標名の〈　　〉内は、水道事業ガイドラインの指標番号を示しています。

担 当 課

（
７

）
環
境
対
策
の
推
進

Ⅰ成果指標
　①購入電力量の削減率
　②浄水場発生土の
　　再資源化率〈4004〉

Ⅱ成果目標
　①　１０％
　〔H12～16年度の年平均
　　購入電力量を基準〕
　②１００％

施策(7)取組①
省エネルギー化
の推進

浄水課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

浄水課

（27年度の成果目標）
　①　１０％
　②１００％

（25年度の成果実績）
　①　８．０％
　②９２．１％
　　（再利用可能なものは
　　　全量を再資源化）

施策主務課：浄水課

施策(7)取組③
資源リサイクル
の推進

浄水課
計画課

施策(7)取組②
再生可能エネルギー
の活用

設備の更新に合わせた省エネ機器の導入

太陽光発電

設置の検討

設置の検討 設置工事

マイクロ水力発電

運 用

浄水発生土の再資源化の推進

建設発生土の再資源化の推進

再資源化の

早期再開

５か所３か所３か所４か所 ７か所

（９か所）

※括弧内は見直した目標値
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標５　安定した経営を持続できる水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

　県内水道の中核にふさわしい経営基盤を確保し、安全で良質なお
いしい水を将来にわたってお客様に供給していくためには、適正な
規模の人員・組織体制を確保しておくことが重要です。責任ある事
業執行体制の確保に十分配慮しながら民間委託拡大の可能性を検討
するとともに、事業運営に必要な職員数を見極め、民間企業経験者
も含めた新規採用等を進めていきます。

Ⅰ達成指標
　新規採用職員確保率
　（新規採用職員／職員数）

Ⅱ達成目標
　各年度３％

（27年度の取組計画）
　ベテラン職員の大量退職を踏まえ、業務執行体制に配意しつつ民
間への業務委託拡大の可能性を検討するとともに、各所属での必要
人数を見極めたうえで、職員の再任用や新規採用を行うとともに、
職員の年齢構成のバランスを考慮し、他部局との積極的な人材交流
や民間企業経験者採用を行います。

（27年度の当初予算）　０　千円

（27年度の達成目標）
　５％
（25年度の達成実績）
　４．１％
　（３６/８７７人）

　水道を取り巻く厳しい経営環境の中で、職員一人ひとりが自らの
果たすべき役割と責任を自覚し、安全で良質なおいしい水を将来に
わたってお客様に供給していくためには、企業職員にふさわしい人
材を育て上げ、併せて、職務の遂行に必要な能力を開発していくこ
とが重要です。
　そのため、職員研修においては、役職や担当業務ごとに研修を実
施し、人材の育成と能力開発を効果的に行うとともに、外部機関の
主催する研修等への参加など、職員自身による意欲的な取組につい
ても積極的に支援していきます。

Ⅰ達成指標
　職員（再任用職員を除く）
　のうち当該年度に研修を
　受講した職員の割合

Ⅱ達成目標
　２５％

（27年度の取組計画）
　企業職員として求められている能力の向上を図り、かつ、こうし
た能力を適切に発揮できるよう、職層ごとに必要な研修を水道局が
主催して実施します。
　また、別途知事部局での研修や外部研修に参加させます。
・ 管理者研修（主幹級以上の職員）
　管理職職員に必要な課題について、知識の習得及び能力の向上を
　図ります。
・ 一般職員研修（副主幹級以下の職員）
　一般職員に必要な課題について、知識の習得及び能力の向上を図
　ります。
・ 初任者研修（新規採用職員及び新規出向採用職員（主査以下））
　新たに水道局勤務となった職員に対し、事業全般及び水道局特有
　の事項や基礎知識、関連法規等の研修を行います。
・ 若手職員研修（新規採用職員等）
　先輩職員を交えたディスカッション等により、人的交流や情報交
　換を図ります。
・ コンプライアンス研修（全職員）
　不祥事の再発を防止するため、局の全職員が公営企業職員として
　の行動規範や倫理を再認識するための研修を、２６年度に引き続
　き行います。
・ ＯＪＴ（職場内研修）
　ＯＪＴ基本計画に基づき、ＯＪＴの有効な推進を図ります。

（27年度の当初予算）　１，４７０　千円

（27年度の達成目標）
　２５％
（注）コンプライアンス研修
の受講予定人数を除外して目
標値を設定しています。

（25年度の達成実績）
　３１．５％
　(２２１／７０２人)
　(再任用職員を除く)

担 当 課

（
８

）
人
材
の
確
保
と
育
成

Ⅰ成果指標
　①　新規職員確保率
　　※（他部局との人事交流
　　　　増減分を含む新規職員数
　　　　/職員数）
　②ア）研修理解度
　　イ）研修実践度

Ⅱ成果目標
　①　　　　５％
　②ア）１００％
　　イ）　８０％

施策(8)取組①
計画的な人材確保

総務企画課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

総務企画課

（27年度の成果目標）
　①　　      ６％
　②ア）　１００％
　　イ）　　８０％

（25年度の成果実績）
　①　　５．０％
　　　　（４４/８７７人）
　②ア）　９１％
　　イ）　７７％

施策主務課：総務企画課

施策(8)取組②
職員の育成と
能力開発

定員管理

研修実施
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標５　安定した経営を持続できる水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

　３００万人のお客様を受け持つ県営水道の業務は、管理部門、技
術部門を問わず膨大で多岐にわたることから、広く業務に関するマ
ニュアルを整備し、ＯＪＴ(on-the-job-training　職場内教育)と併
せて活用することなどにより、能率的な業務運営の確保を図るとと
もに、コンプライアンス(法令遵守)による、お客様に信頼される水
道経営を推進していきます。

Ⅰ達成指標
　業務マニュアルの整備
　状況
Ⅱ達成目標
　業務マニュアルの整備
　完了（２５年度までに）

（27年度の取組計画）
　水道料金徴収業務マニュアルは、完成版の印刷物を関係部署に配
布、及び電子データを局職員が使用できるファイルサーバへ掲載し
ます。また、完成版マニュアルについて、実務での活用やＯＪＴで
の使用などの運用を図り、さらに関係職員に対するアンケート調査
を実施することで、業務及び法令順守への理解を深めるとともに能
率的な業務運営の確保に努めます。

（27年度の当初予算）　０　千円

（27年度の達成目標）
　業務マニュアル（水道料
金徴収業務マニュアル）の
業務等での運用及び評価
　
（25年度の達成実績）
　業務マニュアル
　（水道料金徴収業務マ
　ニュアル）原案の作成

　現在運用中の情報システムについて、情報化計画に基づき使用機
器類の統一化を進めるとともに、これらの管理を一元化していきま
す。
　これにより、システム全体を運用しやすいものにして、業務能率
を向上させるとともに、コストの削減を図ります。

Ⅰ達成指標
　システムの整備回数
Ⅱ達成目標
　２０回

（27年度の取組計画）
　27年度は３システム（３回）について整備を行います。
① 整備対象システム：管路情報、新総合積算、県水お客様センター
　　　　　　　　　　 支援の各システム
② 整備内容及び回数：仮想サーバへの移行を含む、各システムの
　　　　　　　　　　 改修を３回実施
（27年度の当初予算）　１，７６０，２７７　千円

※当初の計画では６システムを整備する予定でしたが、機器の更新
計画を見直した結果、３システムを先送りすることとなりました。

（27年度の達成目標）
　３回

（5ヵ年の実績見込）
【25年度までの実績　＋
　　26、27年度の目標値】
　１７回

（25年度の達成実績）
　４回

　業務上の必要から保有する膨大な量の個人情報等が漏洩すること
のないよう、情報管理の徹底を図ります。
　特に、情報化の推進により、電子化された個人情報等の量が増大
しており、防御体制の強化が重要であることから、情報セキュリ
ティ対策として、外部からの侵入はもとより内部においても不正な
アクセスが発生しないよう、研修・啓発を強化するとともに、情報
システムの使用状況の把握、既設の入退室管理システムの更新等の
防御対策を徹底します。
　こうした取組により、情報化の推進によってもたらされる業務能
率の向上をサポートしていきます。

Ⅰ達成指標
　情報セキュリティ研修
　受講者数

Ⅱ達成目標
　７５０人

（27年度の取組計画）
　顧客情報などの適切な管理のため、職員へ情報セキュリティ研修
を実施してセキュリティ意識向上を図り、保有する情報の適正な管
理を行います。研修の際は受講者の理解度を測り、研修の成果が向
上するよう研修内容へ反映させます。
・職員への情報セキュリティ教育の実施　１５０ 人

（27年度の当初予算）　２，７７４　千円

（27年度の達成目標）
　１５０人

（5ヵ年の実績見込）
【25年度までの実績　＋
　　26、27年度の目標値】
　６９０人

（25年度の達成実績）
　１４２人

担 当 課

（
９

）
業
務
能
率
の
向
上

Ⅰ成果指標
　①業務の改善度
　②情報システム運用コスト
　　削減率
　③情報セキュリティ研修
　　理解度
　

Ⅱ成果目標
　①８０％
　②１０％
　　〔H21年度運用コストを
　　　基準〕
　③８０％

施策(9)取組①
能率的な業務運営
の確保

業務振興課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

業務振興課

（27年度の成果目標）
　①８０％（業務の改善度）
  ②１０％
　　〔H21年度運用コストを
　　　基準〕
　③８０％

（25年度の成果実績）
　①業務マニュアル
　（水道料金徴収業務マ
　ニュアル）原案の作成
　②システム使用機器類
　　統一化の推進
 

施策主務課：業務振興課

施策(9)取組③
情報の適正管理

業務振興課

施策(9)取組②
情報化の推進

マニュアル

化に向けて

の現状検証

業務マニュアルの見直しと修正

５回 ４回 ５回

（３回）
４回

機器類の統一化及び管理の一元化に向けた情報システムの整備

セキュリティー対策の強化

１５０人 １５０人 １５０人 １５０人 １５０人

入退室管理システムの更新

マニュアルの

試行運用・改善

４回 ２回

マニュアルの運用

及び評価

※括弧内は見直した目標値
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平成２７年度千葉県水道局中期経営計画事業等進行管理総括表

目標５　安定した経営を持続できる水道

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

　水道システムの最適化を図る中で、資機材、工事方法等の品質の
確保に留意しながら、省エネルギー化、省力化、長寿命化等の経済
性の発揮が期待できる新技術を採用することなどによって、コスト
の削減を図ります。

Ⅰ達成指標
　千葉県公共事業コスト構
　造改革プログラム2009に
　基づくコスト削減施策数
Ⅱ達成目標
　５分野１１項目１６施策

（27年度の取組計画）
　千葉県公共事業コスト構造改革プログラムに基づき「民間技術の
積極的な活用」、「電子調達の推進」などに取り組みます。

（27年度の達成目標）
　５分野１１項目１６施策

担 当 課

Ⅰ成果指標
　経常収支比率

Ⅱ成果目標
　１００％超を維持します。

施策(10)取組①
品質確保に留意した
コスト削減

計画課

主要
施策

施策により期待
される成果

主な取組 取組内容
Ⅰ達成指標
Ⅱ達成目標

スケジュール

品質に留意したコスト削減の取組

積極的な活用」、「電子調達の推進」などに取り組みます。
（27年度の当初予算）　０　千円 （25年度の達成実績）

　５分野　９項目１７施策

ア　収益の安定性の確保と料金体系の研究
　一部の事業所等のお客様に見受けられる地下水使用への転換等の
現状を踏まえ、水道水の安全性や給水システムの恒久性など「信頼
できる水道」を広く啓発して収益の安定性の確保を図ります。ま
た、適切な料金体系のあり方について研究していきます。
イ　財務改善への取組
　施設投資の最適化を進める中で、企業債の発行抑制に努め、借入
金残高の縮減を図るなど、一層の財務改善に取り組みます。

Ⅰ達成指標
　ア）企業債残高
　イ）自己資本構成比率
　　（自己資本金＋剰余金）
　　　／負債・資本合計
Ⅱ達成目標
　ア）１，８５１億円
　イ）現行水準を維持
　　（H21：69.9%）

（27年度の取組計画）
ア　引き続き、県水だより、ホームページ等により、水道水の安全
　性や安定給水といった水道水のメリットを広く啓発し、さらにお
　客様に水道水を利用していただくことで収益の安定性の確保を図
　ります。また、他事業体の動向等を参考にしながら、料金体系の

（27年度の達成目標）
　ア）１，５３３億円
　イ）現行水準を維持

（25年度の達成実績）

（
１
０

　１００％超を維持します。

（27年度の成果目標）
　１００％超

（25年度の成果実績）
　１１２．４％

施策主務課：財務課

注）成果指標「経常収支比率」
及び取組②達成指標イ）「自己
資本構成比率」については、旧
公営企業会計制度により目標お
よび実績を算出しています。

施策(10)取組②
収益の安定性の確保
と財務改善

財務課

財務改善の取組

　あり方について研究していきます。
イ　経費の節減や計画的な施設整備に努めるとともに、企業債につ
　いては、後年度の利払いを軽減するため、可能な限り借入の抑制
　に努めるなど、一層の財務改善に取り組みます。
（27年度の当初予算）　０　千円

　ア）１，６４７億円
　イ）７６．１％

　県内水道の広域化の進展を踏まえた「統合協議会」への参画等に
より、将来的な経営形態について検討します。また、民間資金を活
用したＰＦＩ（Private Finance Initiative）、包括的な委託であ
る第三者委託などの官民連携事業の一層の活用について、調査研究
をします。

Ⅰ達成指標
　経営形態等に関する調査
　研究の進捗状況
Ⅱ達成目標
　－

（27年度の取組計画）
　県内水道の統合・広域化の進展状況を踏まえ、将来的な経営形態
について引き続き検討します。また、官民連携事業の活用等につい
て引き続き調査研究します。

（27年度の当初予算）　０　千円

（27年度の達成目標）
　県内水道の統合・広域化の
動きを踏まえた県営水道の事
業運営のあり方についての調
査・検討の実施
（25年度の達成実績）
　県内の広域化を踏まえた県

０

）
経
営
体
質
の
強
化

よび実績を算出しています。

施策(10)取組③
経営形態等に関する
調査研究

総務企画課

経営形態等の検討

　県内の広域化を踏まえた県
営水道の事業運営のあり方に
ついての調査・検討

　経営分析は、企業における事業活動のバロメーターであり、より
多くの職員が担当業務に活用できることが望ましいため、分析結果
については、より分かりやすいものにして、活用機会の拡大を図る
とともに、お客様に公表していきます。

Ⅰ達成指標
　研修実施回数
Ⅱ達成目標
　１回／年

（27年度の取組計画）
　当局の状況が分かりやすく伝わるよう分析結果の表現の仕方を工
夫し、職員への研修等を通じ活用機会の拡大を図るとともに、お客
様に公表します。

（27年度の当初予算）　０　千円

（27年度の達成目標）
　１回／年

（25年度の達成実績）
　１回／年

施策(10)取組④
経営分析の活用

総務企画課
分析結果の公表及び研修の実施
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